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1.は じめ に

今 日の国際情勢 は1980年 代後半 に入 って,

極め て流動的 な状況下 にある。 これ は86年

にソ連でペ レス トロイカ路線が採択された こ

とに端 を発 している。ペ レス トロイカは,ソ

連 国内の停滞 した経済 ・社会状態 の建直 しの

みだけではな く,米 ソの軍事関係,東 欧社会

主義諸国の民主化運動にまで及ぶ グローバル

な改革運動である。 この改革運動の特徴 は,

自由化 ・民主化 ・市場経済化 の3点 に要約で

きる。

この様 な国際的動向下で,ア ジア地域 に 目

を向けると,ア ジア社会主義国内でも改革運

動が漸進的 に展開 している。

ベ トナムでは,86年 に 「ドイモイ」(刷 新)

という改革運動が導入 された。 この運動は,

主に経済改革運動に重点をおいた ものであり,

ソ連 ・東欧社会主義諸国の政治改革先行型 の

改革運動 とは大き く異なる。

本稿では,ベ トナムの 「ドイモイ」政策に

関連 し,従 来 の社会主i義国家建 設 に於 け る

「ドイモイ」政策の歴史的意義を考察す るこ

とによって,新 国際経済秩序形成下 にあ って

今後のベ トナム経済が どの程度の経済の民主

化と市場原理 を導入 しうるかを検討 してみた

いQ

尚,本 稿 を執筆す るに当 り次の二点を予め御

了承願いたい。筆者のベ トナム語読解能力の

制限上細部 にわた る分析には限界があ り,今

後の課題と して更に研究を進め る予定である。

また,ベ トナムの統計数値は主 として 『アジ

ア トレン ド』(ア ジ ア経 済研 究所)各 号 の

「経済 レー ダー:ア ジア社会主義国:ベ トナ

ム」欄を参考と した。

2.北 部の社 会主義 国家建 設

(1)北 部社会主義の形態 と形成

始めに,社 会主義 国家建設の根本的課題で

ある国有化 について,農 業 ・工業部門を中心

に北部ベ トナムの社会主義 国家建設の初期的

段階 を検討 してみたい。

ベ トナムに於 ける農業の集団化は,農 業生
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産組織を国営組織及び合作社への吸収 という

形で進め られてきた。国営組織 は,主 に,仏

植民地時代 に営 まれ てきたプラ ンテーシ ョン

や水牛な どの役畜でわずか に引継がれただけ

である。農業総生産 に占め る国営農業部門の

生産割合 は,60年1.1%,65年1.9%,71年
(1)

2.9%,75年3.1%,と 非常に小 さ く,当 数

値か ら判断す ると,農 業集団化過程で国営組

織化は重要視されていなか ったといえよう。

農業合作社は,複 数の生産隊と構成単位で

ある社員(農 民)で 基本的構成が なされてい

る。北部ベ トナムでは,農 業合作社 の形成 を

通 しての農業集団化 は,58年 末頃か ら60年

末頃までの時期 と60年 末頃か ら66,67年 頃

まで の2つ の段階 に区分 して考 え られ て い
(2)

る。

第1段 階では,初 級合作社が形成 された時
{3}

期である。初級合作社 とは社会主義の初期的

段階を反映 したもので,革 命的に奪取 された

生産手段(土 地,農 業諸施設等)を 農民に直

接には再配分せず,生 産手段の一部を共同作

業,共 同経営す るものである。

第2段 階では,初 級合作社か ら高級合作社

へ と移行 した時期である。高級合作社 とは,

生産手段を全人民的所有 とし,生 産物 を後述

す る三請負制に基づいて労働 に応 じて分配す

るという もので あ る。60-79年 間 の農業合

作社の形成推移を見ると,以 下の特徴が指摘

で きる。 第1に,60年 まで に大部分 の農家

が合作社 に加入 してお り,75年 まで には,

農家総数 に対す る加入戸数の割合は約96%

に達 した。第2に,60-65年 間に,高 級 合

作社化 が急速 に進展 し,70年 まで には初級

合作社か ら高級合作社への移行が事実上完了

(a)

した。

次 に,農 業合作社が生産 を行 う際に実施 さ
(5)

れ てきた三請負制 にっいて簡単 に述べ る。 こ

の請負制は,合 作社の上位機関(合 作社管理

委員会)が 一定期間の生産を計画 し,そ の生

産 目標を生産隊に責任をもって請負わす方法

である。その際の具体的指標 となるものが,

生産量 ・生産費 ・労働点数の3点 であるとこ

ろか ら 「三請負制」 と呼ばれている。生産隊

は三請負制にもとついて,各 社員及 びグルー

プに生産 ノルマを与え,そ れを責任 をもって

実行 させ る。これに対 して,ノ ルマの超過達

成 には報償を与え,未 達成に対 しては賞罰 を

課 した。

工業部門においても,農 業部門 と同様に国

営組織化 ・集団化が進め られた。表2-1は

55-75年 間の工業総 生産価値 の構成 を示 し

たものである。表2-1に 示されているAグ

ループは生産財生産部門,Bグ ループは消費

財生産部門 ・軽工業部門を示 している。経済

制度別部門形態には,国 営 ・公私合営 ・個人 ・

集団 ・資本主義的私営 の4っ に分類されてい

るが,55-60年 間に これ らの構成 に大 きな

変化が示 され ている。55年 当時の北部ベ ト

ナムの工業は,個 人及び資本主義的私営 が8

9.2%で あ り,実 質的 な工業生産価値 は資本

主義的生産様式によって生産 され ていた こと

がわか る。 しか し,60年 には,資 本主義的

生産による工業総生産価値 は5%に 大幅に低

下 した。その背景は,55-60年 間に労働党 ・

政府主導による国営 ・集団 ・個人部門の統合
くの

が進め られ たか らであ る。57年 末 には,資

本主義 的私営企 業のの約60%が 国家 との契

約関係 を結んだ。 この様 な公私合営形態 によ
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表2-1工 業総生産価値の構成
(%)

1955 1960 1965

,

1971 1975

合 言卜 100.0 100.0 !oo.a 100.0 100.0

経済制度別

国 営

公 私 合 営

1

一

52.4

4.9

66.8

・1 }73.4 72.9

集 団 一 37.7 23.7 23.'1 24.8

個 人 72.6 4.6 3.5 3.5 2.3

資本1.義 的私営 16.6 0.4 一 一 一

グル ー プ別

グ ル ー プA 26.4 33.7 42.9 43.4 43.4

グ ル ー プB 73.6 66.3 57.1 56.6 56.6

管理 レベル別

中 央 10.5 40.2 53.3 45.9 46.7

地 方 89.5 59.8 46.7 54.1 53.3

(i1=.)一

(出 所)

(原 資 料)

`1像 が な い こ と を 小 す 。

木 村 哲.郎 『イ ソ ドシ ナ 三国 の 国 家建 設 の構i図』p.106

30Namghattrienkink_tevavanhoacuaNuocVietNamdanchuconkhoa,1978,
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る工業 生 産価 値 は,60,65年 にそれ ぞ れ4.9

%,6,0%を 示 して い る。

小 工 業 ・手 工 業 合 作 社 数 に っ い て は,60

年 は合 計2,760で,こ の うち,初 級 合 作社 数

は2,239(81%),高 級合作社数 は521(19%)

で あ ったが,75年 に は,合 計2,378で,こ

の う ち,初 級 合 作 社 数 は1,131(48%),高

級 合 作社 数 は1,247(52%)と な り,小 ・手
(7)

工業部門での高級合作社化が進展した。57

年6月 に行われた資本主義的企業の実態調査
(8)

によると,労 働 者4-15人 規模の企業 は,

全体の91.6%で,資 本主義的生産 の76.8%

を生産 していた。 これ に対 して,労 働者16

-100人 以上の中規模企業 と100人 以上の大

規模企業を合計 した全製造業生産と労働者合

計数の割合は,2.3%,9.3%と 低い水準を示

している。 当調査か ら,合 作社 ・国営企業 の

規模 は小規模のものであ った ことがわか る。

(2)北 部社会主義化の現状と問題点

次に,「 社会 主義化」が実態経済 に どの程

度寄与 したかを検討 してみたい。 は じめに,

農業集 団化の現状 を検討する。表2-2,表

2-3は 作付面積 と食糧生産にっいてみた も

のである。 まず,作 付面積をみると,第1段

階期で は,55年 か ら60年 までに全体で約8

%増 加 しているに過ぎない。全作付面積の約

80%を 占める米作にっいても,最 低時の55

年 と最高時の56,60年 を比較 した場合,約

4%の 増加にとどまっている。野菜 ・果物及

び工業作物の作付面積は比較的確実に増加 し

ている。食糧生産量では,米 の生産量が全体

の約80%(籾 ベース)を 占めている。

61年 以降 の第2段 階 にっい てみ ると,全

作付面積は,3,338千ha(61-64年 平均),3,294

千ha(65-68年 平均),3,048千ha(69-71

年平均)3,018千ha(72-73平 均)と55-64
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表2-2作 付面積
(単f立:1,000ha)

食 糧
工業作物 〈 計野菜・果物 口

米 穀類と芋類 計

1955 2,176 391 2,567 15 69 2,651

1956 2,284

1957 2,192 353 2,545 16 105 2,666

1958 2,235 367 2,602 26 114 2,742

1959 2,274 380 2,654 29 117 2,800

1960 2,284 420 2,704 30 137 2,871

1961 2,410 552 2,962 36 152 3,150

1962 2,410 587 2,997 51 186 3,234

1963 2,363 639 3,002 39 19& 3,237

1964 2,431 ・'1 3,121 121 207 3,449

1961～64平 均 2,404 &17 3,021 117 200 3,338

1965～68平 均 2,269 676 2,945 142 207 3,294

1969～71平 均 2,149 570 2,719 152 177 3.04$

1972 2,200 555 2,755 158 186 3,099

1973 2,094 519 2,613 156 167 2,936

(出 所)木 村 哲 三郎 前 掲 書p.110

(原 資 料)G.NguyenTienHung,EnonomicDevelopmentofSocialistVietnam80p.118

年間 に拡大傾向 にあ った作付面積 が64年 を

頂点 と して減少傾 向に向った。 この最大原因

は,戦 争の拡大 によるものと思われ る。 この

様 な状況下で,野 菜 ・果物 ・工業作物 の作付

面積が拡大傾向にある。 これは,自 留地内で

の野菜栽培が副業 と して認め られ,か っ,そ

の重要性 が高 いか らで あ る。61年 以降 の食

糧生産 にっいては,籾 生産量 の1ha当 りの

平均生産量が,1,872千 トン(61-64年 平均),

1,908千 トン(・si年 平均),2,013千 ト

ン(69-71年 平均),2,273千 トン(72-73

年平均)と69年 以降 の平均生産量が急速 に

増加 している。

当期 に於ける工業部門の実態 は,未 発表 ・

不 明部分の資料が多いため詳 しく把握できな

い。表2-1よ り,65年 以降国営組 織及び

合作社による社会主義的生産が約100%に なっ

た。表2-4で,60-75年 間の主要工 業生

産 にっいてみ ると次 のことがわか る。当期間

を通 して確実 に増大 しているものは,電 力 と

煙草 だけであ る。戦争が最 も激 しか った65

-71年 間では
,石 炭 ・燐炭石 ・木材等 の8

項 目につ いては,60年 の生産水準 を下 回 っ

ている。 この うち,73年 に,60年 の生産水

準を回復 したのは,紙 ・砂糖 ・石鹸 ・自転車

の4項 目だけである。

戦時下の北部ベ トナムの工業部門は,形 態

上での社会主義化は進展 したが,戦 争による

破壊 のため,生 産組織 の拡大や生産性の向上

には限界があり,生 産水準の回復 に重点が置

かれ ていたのが実情 と思われ る。

3.南 北統 一 と社 会主義 国家 建設

(1)社 会主義工業化政策の採用

76年7月1日 の 「ベ トナム社会主義共和
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表2-3食 糧生産量
(単 位:1,000ト ソ)

籾 精 米
籾/ha

(トの

さつ ま

い も

と うも

ろ こ し

マニヨク
一

凱 雑穀計 合 計

1955 3,523 2,290 1,619 535 186 163 11 895 4,418

1956 4,136 ・:: 1,818 :・ ・ 243 367 18 1,494 5,630

1957 3,948 2,566 1,801 540 197 186 21 944 4,892

1958 4,577 2,975 2,048 424 192 154 21 791 5,368

1959 5,193 3,375 2,284 7!9 246 260 22 1,247 6,440

1960 4,212 2,738 1,844 584 215 335 11 1,145 5,357

1961 4,651 3,023 1,930 985 275 729 17 2,006 6,657

1962 4,542 2,952 1,885 860 276 883 17 2,036 6,578

1963 4,296 2,792 1,818 1,279 217 864 13 2,373 6,669

1964 4,512 2,933 1,856 一 一 一 一 2.13$ 6,650

1965～68'r均 4,329 2,814 1,908 1,36a } 1,037 一 2,397 6,726

1969～71・F均 4,325 2,811 2,013 1,018 一 906 一 1,924 6,249

1972 5,121 3,329 2,328 911 一 1,039 一 1,950 7,071

1973 4,644 3,019 2,218 802 一 919 一 1,721 6,365

1974 5,276 3,429 } 968 } 一 一 1,700 6,976

1975 4,867 3,164 一 一 一 一 一 1,564 6,431

(注)精 米6よ籾0)糸 勺65%

(出 所)木 村 哲 三郎 舳 掲 書p.111

(原 資 料)G.NguyenTienHung,op.cit.p.127

国」 の成立 によって,政 治 ・経済体制 を異に

す る南部ベ トナムと北部ベ トナムとの社会主

義的統合という新た な課題に取 り組む ことに

な った。

ベ トナ ムは南北統 一後の76年12月14日

のベ トナム共産党第4回 党大会で,76-80年

間の第2次5ヵ 年計画を採択 し,統 一後 の社

会主義国家建設路線を定めた。第4回 党大会

に先立 って60年9月 に行 なわれたベ トナム

共産党第3回 党大会では,「 社会 主義へ の過

度期全体 の中心的任務 は社会主義工業化 の達

成」とい う経済路線を採択 した。この経済路

線 は82年5月 のベ トナム共産党第5回 大会

で修正 され,「 社 会主義への過度期」 を①農

業 と軽工業の発展を優先 し,食 糧 と生活必需

品の増産によ って民生 の安定 と輸出振興 を最

重視す る 「過度期の最初 の段階」と②重工業

の育成を重視し社会主義工業化の達成を目指

す 「過度期の第2段 階」の2段 階に分けられ
(9)

た。従 って,統 一直後に採用された第2次5ヵ

年計画は,60年9月 のベ トナ ム労働 党第3

回大会での社会主義工業化路線が継続 され て

いた ものと考 えられ る。

第2次5ヵ 年計画では,具 体的 に次の7点

の政策を掲げている。①農業の飛躍的発展,

林業漁業の推進,軽 工業及び食品工業の発展,

②重工業の潜在力を活用 し,農 林漁業及び軽

工業への奉仕,③ 労働組織 と管理,地 域間で

の労働 の再配置,④ 南部の社会主義的改造 の

基本的完了,⑤ 農産品 ・軽工 業品等の輸 出品

増加及び対外経済関係 の拡大,⑥ 技術幹部及

び技術労働者の養成,⑦ 全国的な新経済管理

体系の確 立。

また,こ れ らを実現す るために,投 資予定
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表2-4主 要工業生産

1960 1965 1971 1973 1975

電 力(100万kwh) 256 634 759 804 1,320

石 炭(1,000ト ソ) 2,595 4,201 3,402 2,297 4,644

燐 灰 石(1,000ト ン) 490 ・:1 218 173
一

セ メ ン ト(1,000ト ン) 408 573 353 229 390

イヒ`学竺月巴 米斗(1,000ト ソ) 57 144 235 194 382

木材(1,000立 方 メー トル) 753 1,085 :.・ 693 一

紙(1,000ト ソ) 5 24 19 12 一

布(100万 メー トル) 76 iao 109 76 88

砂 糖(1,000ト ソ) 10 31 14 14 一

塩(ユ,000ト ソ) 117 153 198 164 }

煙 草(100万 箱) 73 134 175 220 一

石 け ん(1,000ト ソ) 5 8 4 6
一

自 転 車(1,000ト ソ) 27 85 62 61
一

(出所)木 村哲三郎 前掲書p.108

(原資 料)G.NguyenTienHung,op.cit.,p.144

額300億 ド ン の う ち,農 業 部 門 へ30%,工

業 部 門 へ35%ず っ 投 資 し,社 会 総 生 産 伸 び

率14-15%,国 民 所 得13-14%,農 業 総 生

産 額8-10%,工 業 総 生 産 額16-18%,労

(ia>

働生 産性7.5-8%増 を計 画 した。

(2)南 部の社会主義化

第2次5ヵ 年計画では,南 部の社会主義的

改造 を基本的に完了す ることが掲げ られ てい

るが,こ れ は,「 非社会主義セ クターに対す

る社会主義改造 をいかにおこなうか という問
(11)

題」で もあった。

南部ベ トナムの社会主義的改造が本格的に

行なわれたのは77年 中頃か らである。まず,

農業 改革では,同 年6月24日 か ら開催 され

た第4期 中央委員会第2回 総会で 「農業発展

に関す る決Jを 行ない,そ の後,こ の決議

を実 行に移すため,9月10日 に南部農業改
く12)

造 中央委員会が設置された。

商工業部門では,78年1月20日,南 部私

営商工業改造 中央委員会が設置され,3月23

日には,私 営商工業 の経済活動 を前面的に禁

止 し,私 営商工業者 を国営商業組織や商業合
(13)

作社等へ吸収す る措置がと られた。

統一後の南部ベ トナムでは,社 会主義化を急

ぐあまり,北 部ベ トナムとは完全に異 なる社

会的経済的制度の現実的側面 を余 りにも無視

す る嫌 いがあ った。その結果,南 部 の人hに

よる社会主義改造 に対す る拒否的態度が現れ,

南部の農業集団化 は進展せず,土 地 を手放す

者が現れた り,生 産物を政府 に売渡すのを拒

む者も現れた。 また,私 営商工業活動の性急

な禁止措置や預金封鎖等は華僑商人の南部ベ

トナムか らの脱出を招き,南 部で華僑商人が
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重要 な役割 を果 してきた流通機構 を破壊す る

ことにもな り,そ の後 の南部経済 に大 きな損

失的打撃を与えた。

(3)新 経済政策の導入

社会主義工業化政策と南部の社会主義的改
(14)

造 に対す る結果は完全な失敗 に終わ った。 こ

れ に対 して,新 経済政策 を導入す ることにな
(15)

るが,そ の背景を何点か述べる。第1に,南

部 の社 会主義的改造 は,78年 の一 連の社会

主義的改造措置 によ って急速に促進 され た結

果,南 部農民の生産意欲を極度に低下させた。

また,流 通機構 も壊滅的な状態 になった。第

2に,78年 には 自然 災害 に よって,全 国的

な食糧危機 に見舞われた。第3に,78年12

月のカンボジア進攻 によって,西 側諸国の経

済援助が停止 され た。第4に,79年 前後 に

始 まる中国との対立によって,中 国か らの援

助停止や国防費が増大 したこと等である。79

-80年 には経済 状態 が最悪 にな ったの に加

えて,ベ トナムの経済困難 の 「主体的原因」

と指摘されてきた低経済管理能力,官 僚主義
(16)

命令主義,地 域主義の悪弊が,長 年に亘る戦

争経済を支えてきた外国援助に対する高依存
(17)

によって,「 官僚的,中 央集権的,管 理機構」

を増長させ てきたことも背景にある。

新経済政 策 に対す る具体的 な政 策は,79

年9月 の第4期 第6回 党中央委員会総会で決

定された。 この新経済政策を物的刺激政策 と

いう観点か ら,そ の起源 を78年 初頃 まで遡
(18)

ると50以 上の諸政策が打 ち出されている。

新経済政策の目標は,① 非社会主義セクター

の活用,② 経済管理 の地方(下 部)分 権,一

定の市場関係 の導入,③ 価格,賃 金 の調整等

により国内資源の潜在力を開発し,生 産者に

物質的刺激を与えて民生の安定に必要な食糧 ・
くエ9)

食品と生活必需品を増産することであった。

農 ・工業部門に於ける重要な改革政策をみる

と以下の通りである。

農業改革での代表的な政策は 「生産物請負

制」の導入である。

農産物請負制は81年1月31日 付けの 「農

業合作社に於ける請負制度を改善 し,《農民

グループ及び農民にまで生産物請負契約》を

拡大する政策にかんする党中央書記局指示,第
(zo)

100号 一CT/TU」 によって発令された。こ

の請負制と従来の三請負制 と異 なる点は社員

は合作社 ・生産隊か ら一定の土地を割 当て ら

れ,社 員 に義務付け られた供出ノルマ量の生

産を請負うというものである。っ まり,三 請

負制では,社 員は各作業を請負うのに対 して,

新請負制で は,最 終生産物 に対 して直接責任

を負うと言うものである。 また,請 負 ノルマ

を超過達成 した場合には超過達成分の80-100

%を 現物で受取 り,未 達成の場合 には,特 殊

な事情以外 は,100%負 担す るとい うもので
(21)

ある。

工業部門にっいては,国 営企業 の経営主導

権 と財政 自主権の拡大,ま た,請 負賃金制;
(22)

出来高賃金制の拡大等が導入された。

国営企業の経営主導権 と財政 自主権の拡大

では,81年2月21日 に,「 国営企業の生産 ・

経営主導権と財政 自主権 の発揮 にかす る閣僚

会議決定 第25号 一CP」 によって採択 さ
(23)

れ た。第25号 決定 の中で,企 業監督の 自主
ゆ ラ

権が以下の3点 にわた って拡大 された。①企

業監督は生産と経営 の主導権 をもち,生 産 ・

物資調達 ・契約 ・雇用等での指導権 を認め ら
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れ る。②企業監督は賞罰権 ・人事権 に対 して

大幅 な権利が認め られ る。③企業監督は,全

ての資金に対 して使用権をもっ。 これ らの政

策は限定的ではあるが企業の自主権 ・裁量権

を企業管理 ・経営の中に認め られた と言 うこ

とで,従 来 の中央集権的企業経営の改革 と言

う点で画期的 な意味をもっ。

請負賃金制,出 来高賃金制の拡大は 「生産 ・

経済企業 に於ける請負賃金制 ・出来高賃金制

の拡大とボーナスの導入に関す る閣僚会議決

定(第26号 一CP)」(81年1月21日 付)に

よ って導入 された。 これ らの政策が導入され

た背景は,賃 金制度の経済的合理性が大幅に

かけていた点 にある。従来,国 家は国営企業

に対 して生産実績等に関係 なく,国 営企業の

労働者数 に応 じて計画賃金基金が交付されい

た。 この様 な賃金制度 のもとでは,労 働者及

び国営企業 自体の生産意欲に刺激 を与えず,

生産量 の増大や品質の改善をもた らす意欲は

余 り生 じなか った。 これ らの賃金制度 の改善

は,労 働者や国営企業 に物質的刺激を与える

ことによって,生 産意欲や生産性を高めよう

とす るものである。

新経済政策の導入は以下 の効果をもた らせ

た。農業部門にっいて次のことがわか る。表

3-1及 び表3-2は 農作物の作付面積 と生

産量にっいて,第3次5ヵ 年 計画(81-85

年)を 中心に見たもので ある。尚,新 経済政

策の効果 を比較 す るため,76,80年 の統 計

デー タを加えた。作付面積では,合 計面積 と

穀物類面積 は80年 を頂点 と して,年h減 少

傾 向を示 してい るが,80-82年 に作付面積

は増加 した。83-84年 間 には再び若干低迷

したが80-85年 間の各年 の作付総面積 に対

す る米作の割合は漸次増加を示 している。生

産量では,合 計量 と米生産量が全期間を通 じ

て着実に増加 しているが,穀 物生産量にっい

ては,反 対 に,漸 次減少傾 向を示 した。生産

物請負制度の導入により,米 の生産量及び1

ha当 りの生産性が大 き く伸 びた。特 に,生

産物請負制度導 入直後 の82年 の効果が高 い

ことがわか る。

生産量が増加 しているもう一つの理 由は,

80年4月1日 に,農 民の食糧供 出 ノルマ を

5年 間(80-85年)据 置 くこと,及 び81年

9月26日 に農産物政府買上げ価格 を平均5
(zs)

倍 引 上げ た こ とに も よ る。

工業 部 門 にっ い ては次 の ことがわ か る。工

業 総生 産 の成 長 率(年 平 均)に っ い て,第2

次5ヵ 年 計 画期(76-80年)と 第3次5ヵ

年 計 画 期(81-85年)と を 比 較 す る と,76

-80年 間 は
,工 業総 生 産成 長 率 は0.6%,A

グル ー プ成 長 率7.1%,Bグ ルー プ成 長 率 一

3.3%で あ り,81-85年 間 は工 業 総 生産 成 長

率9.5%,Aグ ルー プ成長 率11.3%を 示 して
(26)

いる。第3次5ヵ 年計画期は,第2次 に比較

して,総 工業生産成長率とBグ ループの成長

率が高いという特徴 を示 している。表3-3

か ら,各 セ クター別の工業総生産を詳 しく見

ることは不可能だが,Bグ ループの軽工業部

門の生産性が比較的高いことがわか る。 これ

は第2次5ヵ 年計画期の重工業育成重視政策

か ら,軽 工業育成重視政策へ の転i換の効果が

現れたものといえよう。

(4)85年 経済改革と経済状況

新経済政策によって,ベ トナム経済にある

程度 の自由化を取入れ てきたが,一 方で,物
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表3-1農 作物 作 付 面 積

(単位:1,000ha)

合 計 米
そ の 他
穀 物 類

1976 6,192.2 5,297.3 894.9

・:1 7,049.0 5,600.2 1,488.8

1981 6,984.2 5,651.9 1,332.3

1982 6,968.1 5,711.3 1,256.8

1983 6,775.2 5,611.0 1,164.2

・;. 6,817.3 5,675.0 1,142.3

1985 6,833.6 5,703.9 1,129.7

(注)米,そ の 他 穀 物 類 は 合 計 に 占 め る数 値 を 示 す 。

(出 所)GeneralStatisticalOffice,"StatisticalData

oftheSocialistRepublicofVietnam

1976-1989"p.36よ り作 成 。

表3-3

表3-2 農作 物 生 産 量

(単位:1,000ト ソ)

合 計 米
そ の 他
穀 物 類

1976 13,493.1 11,827.2 1,665.9

':1 14,406.4 11,647.4 2,759.0

1981 15,005.2 12,415.2 2,590.0

1982 16,828.8 14,390.2 2,438.6

1983 16,985.9 14,743.3 2,242.5

・;. 17,800.0 15,505.6 2,294.4

1985 18,200.0 15,874.8 2,325.4

(出 所)ibid.p.37よ り作 成 。

グルー プ別及び経済セ クター別工業総生産

(82年 固定価格,単 位:100万 ドソ)

グ ル ー プ 別 セ ク タ ー 別
A計
口

Aグ ル ー フ. Bグ ノレー フQ 国営 ・公私合営 合 作 社 ・私 営

1976 65,343.8 19,612.8 45,731.0 44,805.3 20,538.5

・:1 66,925.1 25,297.7 41,627.4 40,288.9 26,636.2

1981 67,594.3 24,333.9 43,260.4 39,880.7 27,713.6

1982 73,462.9 25,277.6 48,185.3 41,457.5 32,005.4

1983 83,003.5 28,302.9 54,730.6 46,247.4 36,786.1

1984 93,952.5 34,935.1 63,017.4 52,841.5 41,111.0

1985 105,340.1 34,463.0 70,877.1 59,564.4 45,775.7

(出 所)ibid.p。72よ り作 成 。

価騰貴,イ ンフ レ,所 得格差及び汚職等の否

定的現象も 目立ち始めた。

こう した経済管理の改善が求め られ るなか

で,85年6月,ベ トナム共産党第5期 第8

回中央委員会総会が開催 され,ベ トナムの経

済発展 を阻害 してきたものは 「官僚主義的,

中央集権的性格の国庫補助金制度」の過度の

依存 にあるとの認識 にた って,独 立採算制 と

社会 主義 的経営 を実効 た ら しめ るた め に,

「価格 ・賃金 ・通貨制度 」 の改 革を打 出 し
(27)

た。85年7月 か ら9月 にかけ て実施 された

「価格 ・賃金 ・通貨制度」改革の主 な内容は
(28)

以下の通 りである。
(29)

価格改革は,主 要9品 目の切符 による配給
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制と価格補助を原則 と して廃止 し,生 産 コス

トを価格 に反映 させ るというもので,そ れ と

同時に,賃 金 を 「現物払 い」と 「現金払い」

の2本 立 てか ら 「現金払 い」の1本 立に改め

られた。通貨改革はデノ ミネーシ ョンと平価

切下げ を通 して行われ た。旧10ド ンは1新

ドンとされ,対 米 レー トは1米 ドル=12旧

ドンか ら15新 ドンに1,150%切 下げ られた。

社会主義貯蓄勘定での預金は次の様 な優遇交

換率が適用 された。78年3月1日 以前か ら

預金は新1=旧1,81年5月31日 以前1=2,

84年12月31日 以前1=6,85年7月31
(30)

日以前1=9,85年8月1日 以降1=10。

この様 な通貨改革措置は非常に複雑で通貨価

値の混乱 を招いた。

85年 経済改革 による経済状 況は通 貨改革

の混乱と不手際か ら,当 時既に高進 していた

インフ レ経済 を更に悪化 させた。ハ ノイ市で

は,85年9月 か ら86年1月 にか けて,食 料

品が2-3倍,米 価が4-5倍 に値上が りし,

新 ドン貨の闇 レー トも9月 切下げ直後の1ド

ル40-50ド ンか ら86年1月 には150ド ンと
(31)

急激に下落 している。

85年 経済改 革の最大 目標で あった 国庫補

助金の廃止及び減少の実現は不可能 となり,

国庫補助金負担 率は84年 比85%増 の200億

ドンに達 した。国家財政赤字総額 も84年 比

2.2倍 増 の440億 ドンに なり,国 家財政 赤字
(32)

に占める国家補助金の比率 も45%に 達 した。

(5)当 期に於ける社会主義国家建設理念

の変遷

本章 では,南 北統一後か ら85年 経済改革

までの時期にっいて,① 社会主義工業化政策

の採 用,② 新経 済政策 の導入,③85年 経 済

改革 と3っ に区分 して,ベ トナムの社会主義

国家建設にっいて概説 した。

① にっいては,北 部ベ トナ ムに於 て,60

年9月 のベ トナム労働党第3回 党大会で の

「社会主義工業化路線」採択以降,南 北統一

後の第2次5ヵ 年計画の初期的段階(76-80

年)の 経済路線 と して継 承 された。 この路

線の中心をなすものは重工業の育成であった。

しか し,経 済基盤や経済管理能力が未成熟で

あ った状態での性急な重工業の育成 は資源利

用の浪費と不効率をもた らすだけであった。

76年 と80年 の国民所得の構成 を見ても,76

年の工業 ・建設 ・農業がそれぞれ25.2%,6.7%,

44.3%で,80年 にっ い ては,そ れ ぞれ,
(33)

20.2%,3.4%,51.4%と なってお り,国 民

所得に占め る工業 ・建設の割合が低下 してい

る。重工業重視政策は軽工業部門軽視にもっ

なが り,76-80年 間 の軽工業部門年平均成
(39)

長率は 一3.3%と なり,生 活必需物資の供給

面で大 きな打撃を受けることにな った。 この

様 な状況下で政策の転換が迫 られ,② の新経

済政策の導入に移行す るのである。 この政策

を通 じての社会主義国家建設の理念の変遷で

大 き な点 は,「 過 度期 」 に対す る考 え 方が

「当初の間」 という時間的幅を拡大 し,か っ,

社会主義 国家建設のため,一 時的 に,「 非社

会主義セクター」を活用す る姿勢に変化 した

ことである。具体的には,一 定の市場経済原

理 の導入,価 格調整,経 済管理の分権化等の

自由化措置を一部導入 して,経 済管理のあ り

かたを改善す ることにあった。

こうしたなかで,社 会主義経済と市場経済

との整合性を確立す ることを 目的と した政策
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が 「抜本的」改革を 目指 した 「価格 ・賃金 ・

通貨制度」改革であ った といえるだろう。

ベ トナムは南北統一によ って,政 治的には

社会主義的統合を実現 したが,経 済統合では,

む しろ,非 社会主義セクターの活用や 自由裁

量権 の拡大 を少 しづっ取入れ る方 向にある。

4.「 ドイモ イ」 政 策 の 導 入

(1)「 ドイモ イ」 政策 の背 景

ベ トナム は86年12月 の第6回 党大会 で

「ドイモイ」政策を導入 し,新 段階を迎える。

「ドイモイ」政策を導入す る背景 となった要

因は,前 述の 「新経済政策」 と 「85年 経済

改革」の失敗 にある。 これ らの経済改革の失

敗に よって,81年 以降 イ ンフ レ基 調 にあ っ

たベ トナ ム経済 は事態 を更に悪化 させ,85

年9月 か ら86年9月 まで のイ ンフ レ率が70

0%と いう最悪 の事態 に至 り,結 局,補 助金

の廃止,賃 金の改定,価 格 の設定 も成功を納
C35)

め ることはで きなか った。

ベ トナ ム経 済は79-80年 の壊滅 的な状態

か ら,2つ の経済改革を通 しても改善 されず,

農民 ・労働者の党 ・政府指導者に対する信頼
cas>

が極度 に低下す るという状態 にいたった。

こうして,党 ・政府指導者全般的な責任問

題 に発展 した。 こう した動きは,南 部ベ トナ

ムで の経済改革 に活躍 してきた指導者が85

年以降に台頭 してきた ことにも現れ ている。

一方
,従 来か らベ トナムの経済改革を指導 し

て きた保 守派 は,86年7月 初旬の 「第6回

党大会に提出され る政治報告草案を研究す る

幹部会議」や第6回 党大会直前に開催 された

ハ ノイ市党支部 第10回 大会等 を通 して,経

済政策失敗 による壊滅的経済 にたい して,こ
(37)

れ まで にない厳 しい自己批判 を行な った。

「ドイモ イ」政策が これ までにない漸新的 な

内容を含む経済改革 となった背景と して,教

条主i義的 な社会主義路線 に固執する旧指導者

と南部ベ トナム出身の現実主i義的実務的な新

指導者 の新旧交替 にあ った ことも決定的な要

因であ った とも言えるだろう。

(2)「 ドイモ イ」政策の内容

「ドイモ イ」 の基本政策は,(1)商 品 ・市場

経済の導入,(2)民 主主義の拡大,(3)世 界経済

へ の参 入で ある。「ドイモ イ」政策 は第6回

党大会で基本路線が採択 されたが,具 体的内

容は87年 以降の諸政策が採択 ・実施 され て

い く中で形成 され てい る。本項では,89年

3月 第6回 党中央委員会決議 までを一応の 目

安 と して,「 ドイモイ」政策が形成 されてい

く中で重要 と思われ る諸政策 を述べ る。

第6回 党大会で討議された内容は,大 要次

の3点 に要約で きる。第1に,経 済改革にっ
(38)

いて,① 輸出を含む農業生産 を拡人 し,② エ

ネルギー開発,消 費物資生産 に重点 を置いた

工業生産 を拡大す る,政 治面では,③ 米国 ・

日本 ・AESEAN諸 国 ・中国等近隣諸国と

の関係を改善す る。第2に,過 去の経済改革
(39)

に対 して,(ユ)指導部 の誤 りを認めた厳 しい 自

己批判を行 ない,(2)経 済運営の誤 りとして,

①資源 ・労働 力 ・資本の効率的運用を怠 った

ため,農 地 の浪費 ・環境破壊を招 いた,② 流

通分配の失敗による物価騰貴 と混乱,③ 需給

の不均衡拡大のため,国 民生活が向上 しなか っ

た,(3)今 後 の方針 と して,① 国民生活に立脚

した党活動,② 現実重視の政策決定,③ 対外
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協力関係の拡大,④ 党基盤の強化,⑤ 指導者

刷新等を決議 した。

第6回 党大会で採択された重要な経済路線

は以下の点である。①多経済セクター構造を
(40)

長期にわたって存続させ,且っ活用 していく。②食

糧 ・食品,消 費財,輸 出品の 「三つの主要経

済 プログラム」にっいて,そ れ らの生産部門

の発展 を最重 視 し,投 資総額 の約60%を 優

先投資 し,非 社会主義セクターの潜在力を積
く41)

極的に活用す る。

6回 党大会での新経済路線を更に具体化 し

たのが,87年4月1日 一9日 まで開催 され,

採択された 「ベ トナム共産党第6期 第2回 中

央委員会総会決議」である。同総会では,財

政赤字削減,物 価上昇速度 ・イ ンフ レ速度の

低下,勤 労者 の生活困難 の緩和 の 「4つ の低

下」を実行す ることによ って,流 通 ・分配 の

諸問題 の解決 をはか り,物 価 ・流通問題,金
(42)

融財政問題等の政策を検討した。同決議のう
(43)

ち主要政策は次の通 りである。① 「国家と農

民との間の商品交換に関する政策」(イ)税 率 ・

請負 ノルマは90年 まで 固定す る。(ロ)農 作

物 の契約 に基づ く購入価格は,平 均生産条件

に於て,農 民に対 し,社 会的必要費用の補填

と生産価 格の30-40%の 収益 を保 障す る。

② 「小工業 ・手工業政策」(イ)生 産者は契約

外 の生産物を 自由に処分す る権利を有す る。

(ロ)輸 出品を生産す る基礎単位 は,生 産 に必

要 な資材輸入のため,獲 得 した外貨 の一部 を

使用する権利 を有す る。③ 「集 団 ・個人 ・資

本家政策」(イ)集 団 ・個人 ・資本主義的経営

に対する社会経済政策を再検討 し,差 別的諸

規定(信 用 ・資材供給制度,幹 部 ・技術労働

者 の募集 ・養成規定,幼 稚園 ・保育園の入園

基準等)は 廃止す る。

更に,88年1月9日 には,「 新外貨法」が

公布され,ベ トナムの開放経済政策 としてそ

の後のベ トナム経済 に影響を与えっっある。
{44)

「新外貨法」によると,外 国人及び組織は,
　

ベ トナム国民経済 の様hな 部門 に投資できる

が,次 の投資 を奨励 している。①主要 な経済

プログラム,輸 出向け生産,輸 入代替生産物

の生産,② 高度 な技術 と熟練労働を用いた産

業,③ ベ トナムの資材 ・天然資源を利用 した

労働集約的生産,④ インフラス トラクチ ャー

の建設,⑤ 観光,船 舶修理その他サー ビスな

ど外貨獲得サー ビスの5部 門で,投 資形態 と

しては,事 業提携,合 弁企業 ・合弁会社,外

貨100%の 私企業 を認めている。 また,外 国

投資 に対 して,事 業活動か ら得た収益 ・技術

サー ビスの提供 に対す る支払 ・送還 ない し送

金の権利,非 国有化の保障が与え られている。

これ らのうち外貨100%の 私営企業,非 国

有化,送 金保障は大胆 な政策であり,注 目に

値す る。90年9月12日 の政府 発表 では,新

外貨法 によ って,累 計183件,12億 ドルが

認可され,89年 は,年 間で6億3600万 ドル
(45)

の外 国投資が認可された。主 な投資対象は,

石油探査 ・ホテル ・建設で,南 部地方を中心

に外 国投資が行われ ている。

農業部門では,88年4月5日,「 農業経済

管理刷新に関す る決定」(党 決議第10号)が

布告 された。 これは第6回 党大会での改革路

線を具体化 した もので,主 な内容は,(1)集 団

化の程度 を地域性に応 じて,現 状維持 または

後退 させ る。(2)国営組織 にっ いては,89年

末までに再建で きないものにつ いては解体 も

しくは所有形態の変更を認め る。(3)土地が多
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く,未 開墾地がある所では,農 家世帯や個人

に賃貸 した り使用権 を認め る。(4)「単価請負

制」を導入す る,即 ち,合 作社 ・生産集団は

農家 に委託 した土地 に単位面積 当りの供 出ノ

ルマを定め,生 産全 てに対 して責任 をもって

請負わせ る。ノルマは5年 間固定 し,過 剰生

産分に対 しては農家の自由処分を認める。(5)「入

札請負制」を導入す る。従来の平均主義的政

策を改め,農 民及び農家世帯の能力に応 じて,

土地の一部及 び副業経営 に入札制度 を導入す
(A6)

る等 である。党決議第10号 による農業刷新

では,非 社会主義セクターの活用によって農

民の生産意欲を高めることを 目的 としている。

これ まで,第6回 党大 会以降 の具 体的 な

「ドイモイ」政策を農工業中心 に述べ てきた

が,89年3月20日 一29日 に開催 された第6

回党中央委員会総会では,「 ドイモイ」政策

を更に拡大 ・補充す る政策が採択 された。そ
(47)

の主 な内容は次 の通 りである。(1)非社会主義

経済 セクターの生産力を活用す る 「多経済セ

クター構造」路線を時間的に無期限の長期経

済戦略 とす る。(2)国有制の原則は維持 しっっ

も,企 業にはそれ以外の所有制を認める。(3)農

業合作社に対 しては生産手段の集 団所有制よ

り集団経営 の効率制を重視す る。

(3)「 ドイモ イ」政策導入後の経済状況

87年 の経 済状況は依 然 と してイ ンフ レ基

調にあ った。そのため,財 政支出の削減,食

糧生産の増産,為 替の安定が大きな課題であっ

た。食糧 生産は,87年 度計画で は,総 投 資

に 占める農業 投資の割合 を28.5%と し,前

年実績 を70万 トン上回 る1,920万 トンの食

糧生産を 目標 と した。 しか し,自 然災害 の影

響 を受 け て,食 糧事情 は更に悪化 し,87年

の食糧生産実績 は1,756.3万 トンで前年実績
(98)

を81.6万 トン下 回 った。表4-1の 国民所

得推移 で,農 業 の付加価値 は前年比約30億

ドンも減少 している。

為替 レー トは,闇 レー トと公定 レー トの乖

離が依 然 と して進行 し,12月1日 には,公

定 レー トを1米 ドル:iド ンか ら368ド ン

に460%切 下げた。闇 レー トは1ド ル=1,000

ドンともいわれ,実 勢 との乖離は依然解消さ

れていない。

88年 入 って,下 半期 以降着 実な景気回復

を迎えた。食糧生産 では,87年 度 の凶作 の

影響及び北部春 米の不作 によ ってr上 半期は

最悪 の状態 を迎えた。深刻な食糧不足は北部

農村全域に拡大 し,飢 餓人口は1,000万 人に
(49)

も及んだ。

北部 を中心と した 自然災害 の中で,「 単価

請負制」による農民の生産意欲の向上によっ

て,下 半期以降食糧生産が順調に増大 した。

南部の夏季米が前年実績を100万 トン上回り,

北部 も下半期にはいってか ら好天に恵 まれ,

10月 米の生産が前年実績 を上回 った。88年

食糧生産 実績は,1958.3万 トンで前年実績
(50)

を202万 トン上 回 った。

イ ンフ レの解 消 は依 然 進展 せ ず,年 間 イ ン

フ レ率 は1,000%で あ った。 対 米為 替 レー ト

は,11月14日 に1ド ル368ド ンか ら2600ド

ンに,12月14日 に2600ド ンか ら2800ド ン

に,更 に12月26日 に3000ド ンと3回 の 切
(51)

下 げ が行 わ れた 。

工 業 部 門 で は,85年 を100と した 時,重

工 業部 門 は,87,88年 にっ い て見 る と,各 々

114.2,118.6で,軽 工業 部門は,117.1,136.8
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表4-1 国民 所 得 の推 移

(82年 比較価格,単 位:10億 ドソ)

80 86 87 88 89

工 業 31.3(26.1) 48.4{28.5) 53.9(31.0} 56.0(30.5} 54.0(28.7)

建 設 4.4(3.7) 5.0(2.9) 5.3(3.0} 5.1(2.8) 5.0(2.7)

農 業 61.3(51.0) 84.6{49.9) 81.7(47.0) 84.5(45.9) 91.3(48.5)

林 業 0.2(0.2) 1.4(0.8) 1.5(0.9) 3.0(1.6) 3.2(1.7)

運 輸 ・ 通 信 2.2(1.$) 3.1(1.8) 3.5(2.0} 3.5(1.9) 3.2(1.7)

貿易 ・物資調達 18.4(15.3) 23.4{13.8) 24.3(14.0} 25.8(14.0} 27.2(14.4)

そ の 他 2.3(1.9) 3.6(2.1) 3.7(2.1) 3.9(2.1} 4.2(2.2)

合 計 120.1(100.O) 169.6(100.0) 173.8{100.0) 183.9{100.0} 188.3(100.0)

(注)(

(出所)ibid.,p.20よ り作成。

を 示 し,88年 に は い っ て 軽 工 業 部 門 の 成 長
(52)

が 目立 った。

88年 の経 済状況 は下半期 に入 って堅調 な

回復期に入 った。物価安定の最大の要因は昨

年来の食糧供給の増大 と,軽 工業生産の順調

な伸び,そ して,近 隣諸国との国境貿易の再

開によって安価 な消費財が大量 に供給 された

ためである。そのため,数 年来 の3桁 インフ

レ率は1月7.4%,2、 月9.2%,3月5.4%

と大幅に低下 し,89年 月 インフ レ率 も2.8%
(53)

に低下 した。

食糧 生 産で は,年 間 を通 して これ まで に な

い豊 作 で,89年 実績 は2,144.0万 トンで88
(54)

年実績 を185万 トン上回 った。工業生産 は88

年 に比較 して不調であ り,国 民所得の付加価

値で見 ると,前 年比20億 ドン減少 した(表

4-1)。85年 を100と した時の工業総生産

指数 も,重 工業部門は111.1(前 年比7.5%

減),軽 工業部門は132。6(前 年比4.2%減)
(55?

といつれも減少している。工業不振の原因は

資金資源の適正配分等の問題が依然のこって

)内 は構成比,但 し,合 計値は誤差を含めて100.0%と した。

いるものと思われ る。

外 国投資 の導入 にっいては,「 新外貨法」

制定以降次第 に活発化 し,89年 末 までの契
(56)

約累計は約100件,8億 ドルに達 した。

最後 に,90年 の経済 状況 にっい て上半期

を中心 に述べ る。90年 上半期(1-5月)

に入 っても,消 費者物価指数の月平均上昇率

は2.7%と 比較的安定 した。食糧生産は年間

を通 して順調で あ った。gO年 上半 期の外 国

投資契約は54件,2億4560万 ドルで,西 側

諸国との関係 を中心 に拡大 している。

90年6月14日 か ら30日 まで開催 されたベ

トナム国会では,「 外 国投資法改正」が承認

され,ベ トナムの私企業と外国企業が直接合
(57)

弁を設立することが認められた。軽工業や電

子部品組み立て等の外国投資の導入を促進す

るため91年 をめどに 「経済特区」を建設す
(58)

る計画も明らかにされた。

5.「 ドイ モ イ」政 策 の 歴 史 的 意 義

第1章 で述べたように,東 欧諸国で社会主
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義体制が崩壊 してい く中で,「 ドイモ イ」政

策を導入 したベ トナムに於ても,社 会主義体

制の崩壊 に進み うるのかが しば しば論 じられ

ている。

本章では,本 稿で述べ られたベ トナム社会

主義国家建設の背景を踏 まえなが ら,こ の論

点 にっいて検討 し,「 ドイモ イ」政策の歴 史

的意義を考察 してみたい。

ベ トナムが社会主義体制,マ ル ク ・レーニ

ン主義を放棄す ることは,一 党独裁体制が続

く限 り当然あ りえ ない。党 ・政府は,共 産主

義は 『人類社会の運動の必然的産物であって,

「一つ の自然史的過程」』「歴史上,最 も高度

な,ま た最 も進歩 した経済的社会構成体」 と
(59)

考えている。 また,ベ トナム社会主義 国家建

設路線は,あ くまで も,プ ロ レタリアー ト独

裁 による社会主義工業化路線 の促進にあると

している。 グェン ・バ ン ・リン書記長は,第

7回 党中央委員会総会(89年8月15日 一24

日)で,「 ドイモイ」政策 は社会主義路線の

変更,マ ル クス ・レーニ ン主義 の放棄を意味
(so>

す るものでは ないことを強調 している。

ベ トナムの社会主義国家建設で,「 ドイモ

イ」政策を どの様 に位置づけ,評 価す るかと

いう点で,党 ・政府が 「資本主義か ら社会主

義への過渡期」を どの様に認識 しているかを

検討 しなけれ ばならない。

マル クスは共産主義社会を資本主義が成熟

した社会 と位置づけ した。 しか し,ブ ルジ ョ

ワ民主主義を経験せずに,経 済発展 の低 い国

が,プ ロレタ リアー ト革命によ って,社 会主

義国へ移行す ることがある。 この様 な国では,

レーニン等の考 えによって,社 会主義工業化

政策によって,物 的経済基盤を急速に確立 し

て社会主義を建設するという路線がと られる。

北部 ベ トナ ムで は,58-60年 に社 会主義改

造三 ヶ年計画を採用 して,社 会主義工業化 を

急速 に進めようと したが,結 果的 には失敗 に

終 った。 この 「過渡期」の解釈 にっいて,第

5回 党大会(82年3月)で は,「 過渡期」を

2段 階 にわ け,80年 代を 「過渡期 の最初 の

段階」 と した。 これは,現 在 も受継がれ てい

るが,近 年に なって,「 過渡期」 に対す る時

間的認識が 「長期的」 なものに変化 している。

党 ・政府は 「過渡期の最初の段階」では社

会主義工業化を大規模に展開す るのに必要 な

政治的経済的社会的前提を整備す ること,及

び,生 産 ・分配流通 ・物質的文化的生活 など

経済社会情勢のあ らゆる面を安定 させ,次 の

段階に於ける社会主義工業化 の促進のために

必要 な諸前提 の建設を継続す ることと してい
(61)

る。従 って,「 過渡期 の最初 の段階」では社

会主義経済セクター及び非社会主義経済セク

ターなどのあ らゆ る経済セ クターの存在が認

め られ る。む しろ,党 ・政府 は,「 過渡期の

最初 の段階」では,資 本主義の一部が存在す

ることは客観的必然性 の1っ であるか ら,一

定の非社会主義セクターの存在は社会主義生

産 にとって必要有益であ り,社 会主義改造 と

社会主義建設 に奉仕 させ ることを前提に,一

部 を利用 しなけれ ばならないとの認識をもっ
(62)

ている。

これは,理 論的には妥当性が あるものとい

える。 しか し,本 稿で見てきた現状及び 「ド

イモイ」政策の現実面 を考え ると,「 過渡期

の最初の段階」で非社会主義セクターの活用

が,単 なる"活 用"の 範囲を越 えている。

社会主義 国家建設に対す るこの様 な 「過渡
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期」 の認識 に於 て,「 ドイモ イ」政策 は どの

様 に評価 され るべ きであろうか。 これは,政

治面 と経済面に明確 に区別 して考える必要が

ある。政治面での 「ドイモ イ」運動では,政

策的理念である自由化 ・民主化を どの程度 ま

で許容で きるか という問題である。 これ は,

一党独裁体制 を放棄 して
,「複数政党制」を

導入 し得 るか の政治的支配体制の問題につ な

が る。現在,党 ・政府 はこの問題 に対 して明

確 な拒否的態度を示 している。 また,国 民 レ

ベルでも,長 年に亘る戦争による経済的社会

的混乱か ら解放 されたばか りで,政 治的不安

定は望んでいない。む しろ,最 貧国並みの経

済状態か らの脱却を強 く望んでいる。従 って,

政治面 での"刷 新"は,「 複数政党制」や政

治の民主的運営 を実行 しうるのかの範囲にと

どまるものと思われ る。

次に経済面では,社 会主義経済の基本原則

である 「中央計画経済」「生産手段 の社会的

所有」を放棄 しうるかの問題 に帰着す る。 こ

れ ら原則を放棄 し,「市場機構」「私有財産制」

「利潤追及」を大幅に取 り入れれば,「 経 済

の資本主義化」にっなが る。「ドイモ イ」政

策 は,社 会主義経済の原則である中央集権経

済 システムを否定 し,分 権的市場経済システ

ム移行への橋渡 しになりうるかに意義があ る

もの と思われ る。 この点は,党 ・政府見解で

は,「 社会主義経済セ クターの活用の範 囲」

と してい る。 しか し,「 ドイモイ」政 策の う

ち,従 来の社会主義を否定す るような政策が

若干見られる。第1に,新 外貨法によって100

%私 営の企業が公認されたこと。第2に,農

地改革で,地 域性に応 じて集団化を後退 させ

ることがで き,ま た,国 営組織は経営状態 に

応 じて解体す ることができるとしたこと,第

3に,農 地の個人使用を認めたこと等である。

ベ トナム経 済は,88年 下半期 以降着実 な回

復基調に入 り,こ れ までにない経済的安定期

を迎えているが,そ の主因は上記3要 素を始

めとす る非社会主義経済セ クターの活用が成

功 し始 めたものである。 この様に,社 会主義

国家成立以来,社 会主義経済機能 のべ一ルの

もとで,潜 在的に作用 し続けた資本主義的非

社会主義的経済機能が,「 ドイモ イ」政策 の

導入によって顕在化 し始めた ともいえよう。

これ は,資 本主義経済 を経験 した南部 の実績

に顕著 に現れているように思われ る。

最後 に,「 ドイモイ」政策路線の今後 の動

向を考 察 してみた い。前述 の様 に,「 ドイモ

イ」政策に対す る評価は,政 治と経済を二元

的に考えなければ ならない。従 って,社 会主

義国家の建設 という点では,相 互矛盾する側

面をもっものといえる。 しか し,こ の問題は,

ベ トナムの特殊的背景によって,当 面は顕在

化す ることはないだ ろう。そこで問題になる

のは,今 後,中 央集権的経済 システムが どこ

まで解体 し,市 場経済システムを どこまで導

入 しうるかで ある。 これ には以下3っ の制約

要因があるだ ろう。第1に,ソ 連 を始め他の

社会主義諸国の社会主義 システムが,今 後,

どの程度 まで解体 し,ど の様 な経済 システム

を確立す るかである。従来,社 会主義陣営内

では相互援助,相 互協力を密接に行 ってきた。

同朋社会主義諸国の体制変革による外的要因

は大 きなインパク トを与えるものと思われる。

第2に,西 側諸国との経済協力による外的イ

ンパ ク トである。第4章 で述べた ように,近

年のベ トナムの経済開発路線は外貨の導入を
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積極的 に行 っている。投資 による採算性を確

保す るため に,今 後西側投資国か ら経済的効

率性の確立を強 く求め られ るものと思われる。

第3に,内 的要 因と して,国 内の非社会主義

経済セクターが今後国内経済 にどれだけの イ

ンパ ク トを もっかで ある。「ドイモ イ」政 策

によって,非 社会主義経済セクターは,実 質

的には,"活 用"か ら"公 認"に 変 った。

「ドイモ イ」政策 を通 して,資 本主義的生

産様式が国民経済の中で更 に根付 く可能性が

あ る。

6.む す び

本稿では,北 部ベ トナムの社会主義 国家 の

建設か ら南北統 一以降の社会主義 国家建設の

現状を述べ,ベ トナムの社会主義国家建設に

於 いて,「 ドイモ イ」政策が持っ意義 を検 討

した。

ベ トナムは他の社会主義国家 と異 なり,統

一以前にそれぞれ一定の歴史をもっ北部 の社

会主義体制 と南部の資本主義体制の社会主義

的統合 という特殊的な背景がある。この様 な

特殊性は南北統一後か ら今 日に至 るまで,南

北間の経済運営 の効率性の格差という形で今

日まで引き継がれ ている。

北部ベ トナムで社会主義 国家が成立 して以

来,社 会主義国家の建設を行 ってきたが,社

会主義形態の形成が進展す る一方で,本 稿で

述べた諸経済改革 を通 しても,社 会主義経済

システムの効率的運用 は高ま らなか った。南

部ベ トナムでは,統 一後,社 会主義的改造を

行 ってきたが,社 会主義経済システムは根付

くことはなく,多 部門経済セ クターが経済発

展の牽引力 になりっている。 この様 な状況を

背景 と して,86年 末 以降 に 「ドイモ イ」政

策が導入された。現在 まで採用 されてきた自

由化 ・市場経済原理等 を基本 とす る諸政策を

み ると,従 来の社会主義経済を否定す るよう

な若干 の政策的変更がみ られる。党 ・政府は,

こうした政策 を 「非社会主義経済セ クターの

活用の範囲」 と しているが,本 稿で述べた様

に,経 済面 では,「 活用の範 囲」 を十分越 え

ているように思われ る。

以上,「 ドイモイ」政策は,ベ トナムの実

態経済で,社 会主義経済 の原則である中央集

権 的経済システムを否定 し,分 権的市場経済

システム移行への橋渡 しになりうるか に意義

があるものと思われる。 こう した観点か ら,

ベ トナム経済の今後の動向を注意深 く見守 る

必要がある。
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